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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第８期
第３四半期
連結累計期間

第９期
第３四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 167,681 144,451 244,974

経常利益 (百万円) 5,789 1,485 7,811

四半期（当期）純利益 (百万円) 6,732 929 4,087

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,286 949 2,992

純資産額 (百万円) 33,582 30,182 30,287

総資産額 (百万円) 154,010 127,967 146,781

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 63.06 8.70 38.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) ― 2.62 35.35

自己資本比率 (％) 21.8 23.5 20.6

　

回次
第８期
第３四半期
連結会計期間

第９期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) 22.04 △1.13

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　３　第８期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。

　　　４　第８期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しない

ため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　
１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したもので

ある。

（１）業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、甚大な被害をもたらした東日本大震災からの復

旧活動が進み、徐々に持ち直してきたが、円高や株安の及ぼす影響により停滞傾向へ転じつつ推移し

た。

　建設業界においては、震災復旧等を背景に公共投資・民間建設投資ともに増加したものの、依然とし

て建設市場の規模は低水準で推移したことにより受注競争の激化に拍車がかかり、経営環境は厳しい

状況で終始した。

　このような情勢下において当社グループは、安定した受注量の確保に向け、顧客ニーズの収集・分析

に基づく企画提案を推進するとともに、原価管理の徹底と協力会社との協業等によるコスト競争力の

強化を図ってきた。また、震災への対応として、東北地方を中心とした体制強化により迅速な対応に努

めた他、耐震等の防災関連技術の開発・普及に注力してきた。

  当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は前年同四半期比23,229百万円減の144,451百万円、利

益面では、営業利益は、たな卸資産評価損を不動産事業売上原価において処理したこと等により前年同

四半期比4,216百万円減の1,475百万円、同じく経常利益は4,303百万円減の1,485百万円を、それぞれ計

上した。これに、関係会社株式の持分変動に伴う持分変動利益443百万円等を特別利益に、投資有価証券

評価損381百万円を特別損失にそれぞれ計上し、更に、平成24年４月１日以降に開始する連結会計年度

から適用される法人税率引下げに関連する法律が公布されたことに伴い、繰延税金資産の回収可能性

を見直し、法人税等調整額を計上したこと等により、四半期純利益は前年同四半期比5,802百万円減の

929百万円となった。
　

　　セグメントの業績は次のとおりである。

　　（建設事業（建築））

受注高は、国内民間工事が増加したものの、国内官公庁工事及び海外工事の減少により、前年同四

半期比1,186百万円減の101,280百万円となった。

　完成工事高については、国内民間工事の減少等により、前年同四半期比25,082百万円減の112,538百

万円となった。また、セグメント利益についても、前年同四半期比2,640百万円減の2,926百万円となっ

た。
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　　（建設事業（土木））

受注高は、国内民間工事が減少したものの、国内官公庁工事の増加等により、前年同四半期比2,276

百万円増の22,544百万円となった。

　完成工事高については、国内民間工事が減少したものの、国内官公庁工事及び海外工事の増加によ

り、前年同四半期比109百万円増の27,913百万円となった。セグメント利益については、前年同四半期

比586百万円減の1,267百万円となった。
　

　　（不動産事業）

不動産事業売上高については、販売目的で保有していた不動産の売却額の増加等により、前年同四

半期比1,742百万円増の4,000百万円となった。一方、損益面では、169百万円のセグメント損失（前年

同四半期は640百万円のセグメント利益）となった。

　

②財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末と比較して、未成工事支出金が10,147

百万円増加した一方、受取手形・完成工事未収入金等が売上債権の回収により19,183百万円減少し、ま

た、現金預金が8,604百万円減少した。この結果、総資産は、前連結会計年度末から18,813百万円減少し、

127,967百万円となった。

　負債の部は、前連結会計年度末と比較して、工事損失引当金が1,695百万円増加した一方、支払手形・

工事未払金等の仕入債務が11,791百万円、預り金が2,571百万円、未成工事受入金が2,440百万円それぞ

れ減少したこと等により、負債合計は18,708百万円減少し、97,785百万円となった。

純資産の部は、四半期純利益を929百万円計上した一方、配当を1,067百万円実施したことにより利益

剰余金が減少した。また、株式相場の影響によってその他有価証券評価差額金は増加したが、為替相場

の影響により為替換算調整勘定は減少した。この結果、純資産は、前連結会計年度末と比較して105百万

円減少し、30,182百万円となった。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の見通しについては、震災復旧・復興を中心とした政策効果を背景に、景気は回復基調へ復する

ものと期待されるが、電力供給の制約や原子力災害による企業活動への影響に加え、依然として海外経

済の先行きに不透明感があることから、予断を許さない状況が続くものと思われる。

　建設業界においては、補正予算の執行により公共投資の増加が見込まれるものの、長期化する建設需

要の低迷による企業間競争の熾烈化に加え、労務単価の上昇による工事採算の低下が懸念される等、経

営環境は厳しい状況が続くものと予想される。

　当社グループにおいては、当期が最終年度となる中期経営計画の施策を着実に実行し、引き続き企画

提案力の強化と建設コストの低減を図るとともに、社会的要請の高い防災・環境分野へ注力し、安定的

な受注の確保に努めていく。また、海外事業の成長に向けた取組体制の強化や、新規事業分野の開拓等、

今後の環境変化へ対応できる強固な収益基盤の確立に邁進していく。 

　

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は412百万円であった。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数（株）

(平成24年２月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 106,761,205106,761,205
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は10株

計 106,761,205106,761,205― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

─ 106,761 ─ 16,354 ─ 3,893

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができないことから、直前の基準日である平成23年９月30日現在の株主名簿による記載を

している。

① 【発行済株式】

 　  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

14,150
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

106,709,010
10,670,901 ―

単元未満株式
普通株式

38,045
― １単元（10株）未満の株式

発行済株式総数 106,761,205― ―

総株主の議決権 ― 10,670,901 ―

　(注) 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の

        株式がそれぞれ590株（議決権59個）及び５株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　   平成23年９月30日現在　

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
東急建設株式会社

東京都渋谷区渋谷一丁目16番14号 14,150─ 14,150 0.01

計 ― 14,150─ 14,150 0.01

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりで　　　　あ

る。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日

 
 取締役
 
 常務執行役員
 建築総本部副総本部長兼
 建築本部長
 

 
 取締役
 
 常務執行役員
 建築総本部副総本部長
 
 

猪　股　宣　夫 平成23年７月１日

 
 代表取締役
 
 副社長執行役員
 営業統括、
 安全環境本部担当
 

 
 代表取締役
 
 副社長執行役員
 営業総本部長、
 安全環境本部担当
 

飯　名　隆　夫 平成23年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 24,663 16,059

受取手形・完成工事未収入金等 66,118 ※1
 46,934

未成工事支出金 11,621 21,768

不動産事業支出金 1,389 303

販売用不動産 2,980 908

材料貯蔵品 80 94

繰延税金資産 2,518 1,009

その他 6,997 8,970

貸倒引当金 △986 △202

流動資産合計 115,384 95,848

固定資産

有形固定資産 13,947 14,096

無形固定資産 341 318

投資その他の資産

投資有価証券 12,928 12,395

長期貸付金 302 280

繰延税金資産 617 1,616

その他 ※2
 3,417

※2
 3,564

貸倒引当金 ※2
 △157

※2
 △153

投資その他の資産合計 17,108 17,703

固定資産合計 31,397 32,119

資産合計 146,781 127,967

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 75,948 ※1
 64,156

短期借入金 93 95

未払法人税等 371 148

未成工事受入金 18,148 15,708

完成工事補償引当金 1,193 891

工事損失引当金 847 2,542

賞与引当金 2,048 649

訴訟損失引当金 384 384

預り金 5,297 2,725

その他 3,254 1,625

流動負債合計 107,585 88,927

固定負債

長期借入金 4,539 4,444

退職給付引当金 3,796 3,794

その他 571 619

固定負債合計 8,907 8,857

負債合計 116,493 97,785
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,354 16,354

資本剰余金 3,893 3,893

利益剰余金 10,650 10,512

自己株式 △38 △38

株主資本合計 30,860 30,722

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △582 △513

為替換算調整勘定 △36 △93

その他の包括利益累計額合計 △618 △606

少数株主持分 46 66

純資産合計 30,287 30,182

負債純資産合計 146,781 127,967
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高

完成工事高 165,423 140,451

不動産事業売上高 2,257 4,000

売上高合計 167,681 144,451

売上原価

完成工事原価 152,242 131,435

不動産事業売上原価 1,509 4,038

売上原価合計 153,752 135,474

売上総利益

完成工事総利益 13,180 9,015

不動産事業総利益又は不動産事業総損失（△） 747 △38

売上総利益合計 13,928 8,977

販売費及び一般管理費 8,237 7,501

営業利益 5,691 1,475

営業外収益

受取利息 12 33

受取配当金 279 126

持分法による投資利益 42 30

その他 65 142

営業外収益合計 400 332

営業外費用

支払利息 107 74

コミットメントフィー 85 74

訴訟関連費用 39 84

その他 69 88

営業外費用合計 302 321

経常利益 5,789 1,485

特別利益

貸倒引当金戻入額 817 －

持分変動利益 － 443

関係会社株式売却益 25 21

受取遅延損害金 375 －

特別利益合計 1,217 464

特別損失

投資有価証券評価損 25 381

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 48 －

特別損失合計 73 381

税金等調整前四半期純利益 6,933 1,568

法人税、住民税及び事業税 170 121

法人税等調整額 15 509

法人税等合計 185 631

少数株主損益調整前四半期純利益 6,747 937

少数株主利益 15 7

四半期純利益 6,732 929
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,747 937

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △437 105

為替換算調整勘定 － △7

持分法適用会社に対する持分相当額 △23 △85

その他の包括利益合計 △460 12

四半期包括利益 6,286 949

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,271 942

少数株主に係る四半期包括利益 15 7
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【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

(追加情報)

１　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

 

２　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年

度より法人税率及び繰越欠損金の控除限度額が変更されることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて次のとおりとなる。

　平成24年３月31日まで　40.7%

　平成24年４月１日から平成27年３月31日　38.0%

　平成27年４月１日以降　35.6%

　これらの変更により、繰延税金資産の純額が446百万円減少し、当第３四半期連結累計期間に計上された法人税

等調整額が446百万円増加している。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

１　偶発債務（保証債務）

(イ)連結会社以外の相手先の借入金に対する保証を

行っている。

　
全国漁港・漁村振興
漁業協同組合連合会

103百万円

　　(注)　上記の保証金額は、他社分担保証額を除いた当

社の保証債務額である。

１　偶発債務（保証債務）

(イ)連結会社以外の相手先の借入金に対する保証を

行っている。

　
全国漁港・漁村振興
漁業協同組合連合会

103百万円

　　(注)　上記の保証金額は、他社分担保証額を除いた当

社の保証債務額である。

(ロ)連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対す

る保証を行っている。

　
CH. KARNCHANG-TOKYU 
CONSTRUCTION CO., LTD.

198百万円
　

　 　 　 　

　 合計(イ)＋(ロ) 301　

 

(ロ)連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対す

る保証を行っている。

　
CH. KARNCHANG-TOKYU 
CONSTRUCTION CO., LTD.

109百万円

　 　 　 　
　

　 合計(イ)＋(ロ) 213　

２　※２　その他（破産更生債権等）と貸倒引当金の直接

減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産

更生債権等」については、当該貸倒引当金

（当連結会計年度末2,165百万円）を債権か

ら直接減額することとしている。

２　※２  その他（破産更生債権等）と貸倒引当金の直

接減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産

更生債権等」については、当該貸倒引当金

（当第３四半期連結会計期間末1,153百万

円）を債権から直接減額することとしてい

る。

 
 

────────
３　※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をし

ている。

なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休業日であったため、次の満期手形が四

半期連結会計期間末日残高に含まれている。

　 　受取手形 345百万円

　 　支払手形 9　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。
　

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 346百万円 減価償却費 397百万円

　

(株主資本等関係)

　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 640 6.00平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

　
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。

　
　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,067 10.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 137,62027,803 2,257167,681 ― 167,681

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

255 ― 27 282 △282 ―

計 137,87527,803 2,285167,964△282 167,681

セグメント利益 5,566 1,854 640 8,061△2,369 5,691

（注）１　セグメント利益の調整額△2,369百万円には、セグメント間取引消去△１百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△2,368百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

ある。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項なし。

　

　当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 112,53827,913 4,000144,451 ― 144,451

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

190 ― 32 222 △222 ―

計 112,72827,913 4,032144,673△222 144,451

セグメント利益又は損失（△） 2,926 1,267 △169 4,024△2,549 1,475

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,549百万円には、セグメント間取引消去△３百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△2,546百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費である。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の

基礎は、以下のとおりである。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 （円) 63.06 8.70

　（算定上の基礎） 　 　 　

　　四半期純利益 （百万円） 6,732 929

　　普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

　　普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 6,732 929

　　普通株式の期中平均株式数 (千株) 106,748 106,747

(2) 潜在株式調整後
　　１株当たり四半期純利益

（円） ― 2.62

　（算定上の基礎） 　 　 　

　　四半期純利益調整額 （百万円） ― △649

（うち持分法適用関連会社における
優先株式が普通株式に転換された
場合の持分変動差額）

（百万円） ― （△649）

　　普通株式増加数 （千株） ― ―

（注）　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載していない。

　
　
(重要な後発事象)

該当事項なし。

　
　

２ 【その他】

該当事項なし。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成24年２月７日

　　　東急建設株式会社

取締役会　御中

　
新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　湯　本　　堅　司

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　福　本　　千　人

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東急

建設株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期

連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東急建設株式会社及び連結子会社の平成23年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

  報告書提出会社）が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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